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新燃岳噴火時における高原町での防災対応 

 平成２３年１月２６日以降の新燃岳噴火について 

 ・ １月２２日の朝に新燃岳噴火活動に変化が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                           ２０１１．１．２２  ＡＭ７：０１ 
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１月２６日 本格的な噴火が始まる 

・ １５：４０  本格的な噴火 

・ １６：２０  高原町災害対策本部設置 

・ １８：００  気象庁→火口周辺警報を発表し 

                噴火警戒レベルをレベル２ 

                からレベル３に引き上げ 

・ ２０：００  災害対策本部会議 

         → 避難所開設準備 

 総務課職員による災害待機（２４時間体制）開始  
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１月２７日 噴火が活発化 

                          ２０１１年１月２７日 ２：３５撮影 
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新燃岳：噴火が活発化 

１月２７日  ３：２０ 避難所開設  

             ９世帯１４名自主避難 

       １５：４１ 新燃岳爆発（火口上２５００ｍ） 

           夜の自主避難者１９世帯３１名 

 

１月２８日 １２：４７ 新燃岳爆発（火口上１０００ｍ） 

           夜の自主避難者１７世帯３１名 

 

１月２９日 大きな噴火なし 

           夜の自主避難者 １世帯 １名 
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１月３０日 避難勧告発令 

１月３０日 １３：５７ 爆発的噴火 
       ２１：５５ 宮崎県危機管理課より電話連絡 

            ・溶岩ドームが９０ｍから５００ｍに 
             成長 
            ・気象庁で噴火警戒レベル引き上げ 
             を検討 
              
       ２３：５０  ５１３世帯、１，１５８名に 

          避難勧告発令 ６１２名避難 
      この時、活用したのが「霧島火山防災マップ」 
      このマップにより避難勧告エリアを決定 
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「霧島火山防災マップ」 

この防災マップは平成２１年３月に環霧島会議より発行 

 

環霧島会議とは・・・「霧島山」をふるさとの山と捉える 

自治体が、それぞれの行政区域を越えて連携し、環境、 

観光、防災及び教育等に係わる様々な施策・事業につ 

いて、お互いに知恵を出し合い、協働することにより、 

地域活性化を図る。 

加盟団体・・・・・・都城市・高原町・小林市・えびの市 

           湧水町・霧島市・曽於市 
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霧島火山防災マップ（Ｈ２１．３） 
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霧島火山防災マップ以前のマップ 
平成８年３月に「霧島山火山防災マップ」を作成 

9 



１月３１日以降の動き 

１月３１日  ０：２０ 家畜移動協議 
        ７：００ 家畜移動開始 

       １３：３０ 家畜移動終了  １１戸 ３０５頭 
 
２月 １日  ７：５４ 新燃岳爆発（火口上不明） 
       ２３：１９ 新燃岳爆発（火口上２０００ｍ） 
 
２月 ２日  ５：２５ 新燃岳爆発（火口上２０００ｍ） 
       １０：４７ 新燃岳爆発（火口上５００ｍ） 
       １５：５３ 新燃岳爆発（火口上３０００ｍ） 
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２月３日  ８：０９  新燃岳爆発（火口上１５００ｍ） 
      １４：３０  防災ヘリにて新燃岳を上空から視察 
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２月５日  １７：００  避難勧告地域の一部解除 
              ２７世帯７３名に変更 
 
２月７日  １６：２８  政府支援チーム来町 
              状況説明、支援説明、意見交換 

       １８：０９  新燃岳爆発（火口上１２００ｍ） 
 
２月９日  １０：１３  新燃岳噴火（火口上２００ｍ） 
       １３：２２  新燃岳噴火（火口上６００ｍ） 
       １７：１０  政府支援チーム来町 
              雨量基準の設定等 
              避難計画策定への応援要請 
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２月１０日   １：００  新燃岳噴火（火口上３００ｍ） 
        １５：２０  土石流基準発表 
 
２月１１日  １１：３６  新燃岳爆発（火口上２５００ｍ） 
 
２月１４日   ５：０７  新燃岳爆発（火口上不明） 
 
２月１５日  １８：３０  予知連記者発表 
        ２０：０７  勧告地域の全面解除説明  
 
２月１７日  １０：３０  土石流避難準備情報発表 
        ２１：００        〃      解除 
 
２月１８日  １８：１６  新燃岳爆発（火口上２５００ｍ） 
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２月２２日  １３：００  第１回コアメンバー会議（発足） 
 
２月２４日   ３：３８  新燃岳爆発（火口上６００ｍ） 
        １３：３０  第２回コアメンバー会議 
        １９：００  防災に学ぶ講演会 ｉｎ たかはる 
 

２月２５日   ９：３０  霧島山（新燃岳）噴火に伴う火山に 
                 伴う火山対策特別措置法に基づく 
                 地域指定 
 

２月２８日   ７：３３  新燃岳噴火 
        １７：０８  新燃岳噴火（火口上３００ｍ） 
 
３月 １日  １３：３０  第３回コアメンバー会議 
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３／３ 第４回コアメンバー会議 

        政府支援チーム 
 

 霧島山（新燃岳）の噴火活動が活発化した場合の避
難計画策定のガイドライン（案）を提示 

 

 

 高原町・霧島市の避難計画をモデルケースとして、 

 今後火山噴火の可能性のある他地域での避難計画 

 策定のための参考となることも期待する。 
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３／１０ 第５回コアメンバー会議 

          高  原  町 

 

霧島山（新燃岳）の噴火活動が活発化した場合 

の避難計画（素案・平成２３年３月）を発表 

※この素案は政府支援チームのガイドライン
（案）に基づき作成した。 

 

政府支援チームはガイドラインの最終案を提示 
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４／２５ 第６回コアメンバー会議 

高原町   ・素案の内容を見直し 

          ・関係機関（警察、自衛隊）との協議済み 

                  ↓ 

        避難計画の最終（案）を公表 

高原町の経験より、避難計画を作成するうえで 

必要なもの（必須条件） 

１ 火山防災マップ 

２ 避難計画ガイドライン（又は他団体の避難計画） 
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火山防災マップの活用 
高原町避難勧告発令では 

１月３０日の避難勧告 → ５１３世帯 １１５８名 
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霧島山（新燃岳）の噴火活動が活発化した場合
の避難計画 → ４６世帯 １１１名  

 霧島火山防災マップの熱風エリア（黄色）の世帯を選定 
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政府支援チームが作成した避難計画
のガイドラインについて 

  高原町が作成した避難計画は政府支援チームが作成した
ガイドラインに沿った内容となった。 

  理由① ガイドラインは災害発生時から避難するまでの項目 
について理想的なものとなっている。 

  理由② 作成期日が設定されており、独自性を取り入れる
時間がなかった。 

   高原町が新燃岳噴火災害で経験したことは 

   避難勧告を発令し、避難所運営を約２週間行った。
また、現在でも土石流に対する警戒を続行している
ため避難所運営をマニュアル化している。 
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ガイドライン ４－６．避難後の対応に関する事項 

（１）避難所の管理・運営 
 １）と２）の間に「自治体職員による管理・運営」の項目追加 
高原町の具体例 

・ 職員の交代体制の確立（基本的に２４時間で交代：一ヶ月分の運営職員名簿
を毎月作成している）。 

・ 避難所運営に必要となる書類を常に総務課（災害対策本部）に準備している。 
  具体的には １ 避難勧告エリアの名簿    ４ 火山噴火災害の避難基準 
           ２ 自主避難者用名簿     ５ 携帯無線機の使用書 
           ３ 避難所作業日誌 
  
 １．５）自治体職員による管理・運営 ・・・ 追加項目１ 

    避難所開設の初期段階においては、自治体職員での運営となることから
２４時間体制での運営を行えるように体制の確立を図る。 

    避難所に携行する書類（避難勧告エリアの名簿、自主避難者用名簿、避
難所作業日誌等）は災害対策本部に備え付け避難所運営職員に引き継ぐと
ともに、運営職員は最新の情報を避難者に伝達する。 
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ガイドライン ４－６．避難後の対応に関する事項 

  新燃岳噴火のような局地的災害の場合 

 

    マスコミ各社が一斉に報道する 

 

 

 多くのボランティア        多数の救援物資 

 ・早急なボランティア       ・保管場所の確保 

  センターの立ち上げ      ・人手不足 

                

22 



ガイドライン ４－６．避難後の対応に関する事項 

（２）救援物資、救援体制等 

 １）ボランティア等の受け入れ 

  災害規模が大きい場合、避難住民数の増大が予想され、・・・・・・   

高原町の経験 ・・・ 追加項目２ 

   災害規模が小さい場合でも、局地的な災害の場合には多くのボランティアが訪
れることも予想されるので、早急なボランティアセンターの立ち上げが必要である。 

 

 ２）救援物資の受け入れ、整理配分 

  救援物資としては、国や県等からの物資に加え、他地域からも・・・・・・ 

高原町の経験 ・・・ 追加項目３ 

   局地的な災害の場合には、企業や個人からの物資が多数寄せられるため保管
場所の確保が問題となる。また、多くの職員が保管作業に携わるため職員数の
少ない自治体では業務停滞の要因となることも予想され、救援物資を過剰に累
積させない対策が必要となる。 
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ガイドライン ４－６．避難後の対応に関する事項 

（３）その他 

 ４）ペット・家畜の扱い 

   ペット、家畜は原則として所有者の責任において避難先を確保する。なお、避難
先が確保できないペット、家畜のために、ペットの場合は臨時に預ける施設等を
準備することを検討し、家畜の場合は、隣接する市町に受け入れ体制について
依頼しておくものとする。 

 

高原町の経験 

   ペットの扱いについては、全く対応できなかった。 

   家畜のうち、和牛については隣接する小林市に受け入れてもらったが、乳牛に
ついては搾乳の都合により移動は難しい。 

   ペット、家畜については、避難した当日から問題が生じる。多くの方〄の知恵を
拝借して、具体的な対処方法を盛り込んだガイドラインが必要である。 
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霧島連山 

                     １９９２．１．２６ 撮影 
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高千穂峰・高原町 

                    １９９２．１０．２９ 撮影 
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